　　　　
　
（事業名）○○○○○○に関する協働契約書
　（団体名）○○○○○○（以下「甲」という。）と平塚市（以下「乙」という。）とは、（事業名）○○○○○○（以下「協働事業」という。）について、次のとおり協働契約を締結した。
（趣旨）
第１条　この協働契約書は、甲及び乙が対等な立場で、共通の認識を持ち、協働事業を遂行するため、必要な事項を定めるものとする。
（協働事業の概要）
第２条　甲及び乙は、（事業の概要）○○○○○○○○○○○○○○○○○○を行うものとする。　
（役割及び責任分担等）
第３条　甲及び乙は、別添「合意によるルール」で定めた役割分担に従い、それぞれの役割について責任を持って誠実に行うものとする。
（契約履行の場所）
第４条　本契約の履行場所は、○○○○○○○とする。
（契約の有効期間）
第５条　この契約の期間は、令和○○年４月１日から令和○○年３月３１日までとする。
（経費の負担）
第６条　乙は、この契約に基づき、負担金により甲へ経費を｛支払い、講師謝礼等の報償費については講師等へ直接｝支払うものとする。　　　　 ※｛ ｝内は、市が直接支払う報償費等がある場合
２　この協働事業に関し、乙の経費は、負担金として金○○○○円（消費税及び地方消費税を含む。）｛、報償費として金○○○○円（消費税及び地方消費税を含む。）｝とする。
３　前項以外の協働事業に必要な経費については、甲が負担するものとする。
４　負担金の支払は、甲の適法な請求書を乙が受けた日から３０日以内に行うものとする。
（契約保証金）　　　　　　　
第７条　契約保証金は、平塚市契約規則第１０条第○号の規定に基づき免除する。
第７条　甲は、平塚市契約規則第９条第１項の規定に基づき、契約保証金として金○○○○円を乙へ支払うものとする。　　　　　 ※負担金額が100万円を超える場合（10/100以上の納付が必要）
（余剰金の返還）
第８条　甲は、協働事業の収入合計（市負担金、団体の支出、事業収入等）のうち、契約期間終了時に余剰金が発生したときは、その余剰金を乙に返還しなければならない。但し、返金額は市負担金額を上限とする。
２　甲が協働事業の遂行が出来なくなったときは、甲はそれまでの協働事業の報告を行い、余剰金が発生したときは、その余剰金を乙に返還しなければならない。但し、返金額は市負担金額を上限とする。
（損害賠償）
第９条　甲は、協働事業の実施に関し、甲の責に帰すべき事由により、乙及び第三者に損害を与えたときは、その賠償の責を負うものとする。
２　乙は、協働事業の実施に関し、乙の責に帰すべき事由により、甲及び第三者に損害を与えたときは、その賠償の責を負うものとする。
（契約の解除等）
第１０条　乙は、甲がこの契約に違反した場合は、契約を解除し、又は変更することができる。
２　甲は、前項により契約を解除する場合において、既に履行された部分があるときは、当該履行部分に相当する金額を除いた負担の金額を、速やかに返還しなければならない。
３　甲は、乙がこの契約に違反した場合は、契約を解除し、又は変更することができる。
４　乙は、前項により契約を解除する場合において、既に履行された部分があるときは、当該履行部分に相当する金額を、速やかに支払わなければならない。
（成果の帰属）
第１１条　この協働事業の実施により得られた成果については、甲及び乙の双方に帰属するものとする。
（事業報告等）
第１２条　甲及び乙は、協働事業の実施を全て完了したときは、速やかに事業報告書及び決算報告書を作成しなければならない。
２　甲は、協働事業の収支に関する帳簿書類等を５年間保管し、常に経理状況を明らかにしておくとともに、乙が必要と認めるときは、その状況を報告しなければならない。
（重要事項の変更）
第１３条　甲及び乙は、協働事業の実施又は完了に影響を及ぼす重要事項の変更が生じたときは、直ちに、相手方に報告し、協議するものとする。
（取組の評価）
第１４条　甲及び乙は、実施した協働事業を検証するため、この契約の期間満了後、速やかに平塚市協働事業審査会による評価を受けるものとする。
（権利義務の譲渡の禁止）
第１５条　甲及び乙は、この契約により生ずる一切の権利若しくは義務を第三者に譲渡し、又はこの契約の履行を第三者に委託することはできない。
（公開の原則）
第１６条　この協働事業に関する事項は、公開することを原則とする。
（個人情報等の取扱い）
第１７条　甲及び乙は、この協働事業の実施に当たって知り得た個人情報等を第三者に漏らし、又は、他の目的に使用してはならない。
（その他）
第１８条　この契約に定めのない事項及びこの契約の内容について疑義の生じた事項については、甲及び乙が誠意をもって協議を行い、解決するものとする。
第１９条　この契約に定める事業の実施内容等の詳細については、別添「合意によるルール」で定めるものとする。
　この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。
　令和○○年（○○○○年）４月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　（団体名住所）○○○○○○
（団体名）○○○○○○
（代表者職氏名）会長　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　平塚市浅間町９番１号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平塚市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市長　○○　○○

（事業名）○○○○○○○　合意によるルール
この合意によるルールは、（事業名）○○○○○○○に関する協働契約書の締結を受けて、団体名○○○○と平塚市が、事業の実施内容の詳細について協議して定めたものです。
１．事業の目的
２．実施時期と事業内容
（１）○月　………
（２）○月　………
　・
　・
３．役割分担
（１）（団体名）○○○○の役割
　　①………
　　②………
　　・
　　・
（２）平塚市の役割
　　①………
　　②………
　　・
　　・
４．受益者からの評価方法
５．成果物の仕様と取り扱い
６．次年度以降の方向性
　（記載例）
実施した○○○○○の成果を踏まえ、２年目は新しく○○○○○の追加や○○○○○の充実を図ったり、○○○○○へ活かすなど、内容を○○○○○させて平成○○年度以降も協議しながら提案型協働事業として双方で実施の継続を検討する。
協働契約書　（ひな型）


（これは、従来の協定書と委託契約書にあたるものです）








協働事業　合意によるルール　（ひな型）


（協働契約書を補う詳細な取り決めを記載）








これらの項目は、あくまでも例示であり、できるだけ話し合いを積み重ねて、より多くの取り決め事項を記載することが望まれます。


また、これらの項目以外にも取り決めがありましたら、記載してください。





役割分担は、箇条書き又は表形式等どちらでも構いませんが、お互いの役割が明確で分かりやすいように具体的な内容を記載してください。


（表形式の場合の記載例）


項　目�
（団体名）○○○○の役割�
平塚市の役割�
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□双方で実施（提案型協働事業、提案型以外）


□団体が単独で実施


□行政が単独で実施


□今年度で休止または終了


□その他（具体的な方向性の内容）


など、事業実施年度以降の方向性について協議した内容と今回の事業をどのように活かしていくかなどを記載してください。








